
 

令和５年度 協働事業提案制度概要（案） 

 

１ 目 的 

市民活動団体等の柔軟で先駆的な発想や専門性を公共サービスに取り入れ、団体と区と

が役割と責任を分担し、様々な地域課題の解決に協力して取り組むことにより、団体の活

動場所を拡大し、団体活動が活性化することを目的とする。 

 

２ 募集内容 

（１）募集内容 

①採択予定 …３事業（目安） 

団体の専門性、独自性を活かした自由な発想による協働事業 

また「区から提起する課題」に対して事業を提案することも可とする。 

     ②事業実施期間 ２年を限度とする。 

 ２年の提案の場合は、１年目の中間報告会で２年目実施の可否の判断をする。 

③事業金額 区の負担金額は、事業の実施期間に関わらず、１事業２００万円を上 

限とする。 

（原則として、協働協定書を交わし、委託契約とする。但し、契約金額は事業金

額のうち団体の役割分担に応じたものとする。） 

④主な事業要件   

・公益的・社会貢献的事業で、地域課題や社会的課題の解決を図るために、区と協

働で取り組むことによる相乗効果が期待できること。 

・具体的効果または成果により、区民満足度の向上を図ることができること。 

      ・団体の活動実績及び特性を活かし、課題解決のための新たな視点を持つこと。 

（２）主な団体要件   

区内で１年以上継続して公益活動を行い、５人以上の会員で組織されている団体 

 

 

 

（３）選  考  仮審査（書類選考）を通過した提案について、本審査に向けた協議を

所管課、団体、協働担当により行う。協議が整ったものについて、書面

及び公開プレゼンテーションによる本審査を実施する。審査は区民協働

推進会議による。 

（４）スケジュール（予定） 

        令和５年３月   区報・区ホームページにて事業周知 

４～６月   相談（中間支援組織による受付）・調整・事業提案書

（仮審査用）受付 

      ６月(下旬) 仮審査 （書面審査）（第１回区民協働推進会議） 

      ７月   協議・提案（本審査用） 

８月（下旬） 本審査（書面及び公開プレゼンテーション） 

     （第２回区民協働推進会議） 

９月（下旬） 採択事業決定 

１０月～  団体と担当課の詳細協議・予算要求 

ＮＰＯ法人、ボランティア団体、町会・自治会、公益団体、 

事業者（営利を目的としない社会貢献活動を行う場合） 



令和５年度 協働事業提案制度　仮審査評価書（案）

1

事業実施により達成しようとする目標や成果は明確か

地域課題（区民・地域ニーズ）の認識・分析は的確か

問題解決のために協働という手法が必要か

相乗効果、波及効果、区民サービスの向上が期待でき、区が関わる
ことが相応しい事業か

地域住民の参画が期待できるか

行政のノウハウの活用など、多様な役割が引き出されているか

地域特性を考慮した事業内容か

団体の活動に基づいた、新しい視点と創意による事業内容か（単な
る団体の活動内容の提案になっていないか）

団体に事業を遂行できる能力（意欲・責任等）があるか

事業を実施するうえで、団体として必要な知識や経験を有した適正
な人員を確保できているか

事業計画、スケジュール、事業期間に問題はないか

公益性 社会的公益性、地域課題の解決への取組は十分であるか

事業に継続性があるとともに、制度適用期間後にわたる自主的な活
動による発展性・将来性はあるか

事業を継続していくために、資金や人材の確保に努めているか

予算 費用対効果の視点に立って予算を積算しているか

【自由意見】

実効性・計画性

将来性

委員名【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】

審査項目 評価の視点・審査のポイント 自由意見・備考欄

事業目的

協働の必要性・効果



令和５年度 協働事業提案制度　本審査評価書（案）

1

事業実施により達成しようとする目標や成果は明確か

地域課題（区民・地域ニーズ）の認識・分析は的確か

問題解決のために協働という手法が必要か

相乗効果、波及効果、区民サービスの向上が期待でき、区が関わる
ことが相応しい事業か

地域住民の参画が期待できるか

行政のノウハウの活用など、多様な役割が引き出されているか

地域特性を考慮した事業内容か

団体の活動に基づいた、新しい視点と創意による事業内容か（単な
る団体の活動内容の提案になっていないか）

団体に事業を遂行できる能力（意欲・責任等）があるか

事業を実施するうえで、団体として必要な知識や経験を有した適正
な人員を確保できているか

事業計画、スケジュール、事業期間に問題はないか

公益性 社会的公益性、地域課題の解決への取組は十分であるか

事業に継続性があるとともに、制度適用期間後にわたる自主的な活
動による発展性・将来性はあるか

事業を継続していくために、資金や人材の確保に努めているか

予算 費用対効果の視点に立って予算を積算しているか

【自由意見】

委員名【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】

事業目的

協働の必要性・効果

評価の視点・審査のポイント 自由意見・備考欄審査項目

実効性・計画性

将来性



令和５年度 協働事業提案制度　本審査採点表（案）

1

事業実施により達成しようとする目標や成果は明確か 優れている…５点

地域課題（区民・地域ニーズ）の認識・分析は的確か 普通…３点

問題解決のために協働という手法が必要か 劣っている…１点

相乗効果、波及効果、区民サービスの向上が期待でき、区が関わる
ことが相応しい事業か

地域住民の参画が期待できるか

行政のノウハウの活用など、多様な役割が引き出されているか

地域特性を考慮した事業内容か

団体の活動に基づいた、新しい視点と創意による事業内容か（単な
る団体の活動内容の提案になっていないか）

団体に事業を遂行できる能力（意欲・責任等）があるか

事業を実施するうえで、団体として必要な知識や経験を有した適正
な人員を確保できているか

事業計画、スケジュール、事業期間に問題はないか

公益性 社会的公益性、地域課題の解決への取組は十分であるか

事業に継続性があるとともに、制度適用期間後にわたる自主的な活
動による発展性・将来性はあるか

事業を継続していくために、資金や人材の確保に努めているか

予算 費用対効果の視点に立って予算を積算しているか

合計（75点満点）

【自由意見】

事業目的

協働の必要性・効果

実効性・計画性

将来性

委員名【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】

審査項目 評価の視点・審査のポイント 自由意見・備考欄 評価 採点


